
地相将に 
十次世代育成牽援施策の在吟方に関する研究会報告書のポイントー  

○次せ代育成支櫓施策のねらい臥次代の社会を担う子ともたちの幸せを第一に考   

え∴象磨や地域の子育て力が高まるよう音種の支攫を行うことにより、子育てを   
する人が子育てに伴う暮びを実感で舌るような社会を形成していくこと。   

○少子化の滴れを養え．21世紀の我が国を蓼と義弘こあふれた活力ある社会とす   
るた削こ、次世代育成支績施策を高齢者朋儒儒儒と並ぷ国の基本施策として位置   
づけることが曲事   

○子ともは「未来の軌．「次代の発生jであり、モの育成は子どもを持つ家虔のみ   
なられすべての国民にとって主事な意味を持つことから、次世代の育成につい   
て、すべての国民が自分の問題として据え、その置かれた状況に応じた役劃を果   
たしていくことが期待される。  

」＝工＿  

O r社会連帯による子どもと子育て象庭の育成・自立支績jを碁事理念として、   

新たな「次世代育成支捷システムJの構築を回る。  
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○次世代育成支繊裾儒lま．子育て支痛のほか．軍備苦児iとモの家長の支＃、障書児とモの家慶の   
支援、働書方の見直し、教育・生活環境の鷹実など、モの鐸域は多附こわたるが．モの葉月引こ当   
たっては、地域・職域の電場衝でこれらを一体拍に推進することが王事   

O r子育て支績施策（地域子育て支擁．保育、児i手当）」臥市町村において実施され．子ども   
全欄を対象とする基盤的な性櫓を有するものであり、次世代育成支績施貴会件の底上げを貝る観   
点から、更なる充実が曲事  

脚で  
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かな絨   

・「子どもの育ち」の   

視点に立ち、出生か   

ら青少年期までのト   

ータルな取組を推進   

・特に、大きな育児負   

担の割に支援の少な   

い3歳未満児に対す   

る公的支援の重点的   

な強化が必要  

門性の絹   

地域や家庭の子育て  

力の低下を踏まえ、  
サ【ビスの量的拡  
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子育て力が低く特  
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家庭にも対応でき  
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・親子の絆を深め、   

観の子育て力を高   

める施策の充実  

・地域の自主的な取   

組が主体的に行わ   

れ、これを国、都   

道府県が重層的に   

支援していく。  

・サービス間の連   
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・NPO、企業の参   

加促進、保育所の   

公設民営方式の   

活用等、多様な主   

体による貫の高  

善耶・多様化   

・所得、働き方等で   
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子を対象に、必要   
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多様なニーズに   

即したきめ細か   

な対応  能の発揮が必要   い事業展開  
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00歳児をはじめ乳幼児期は、人間に対する基本的信頼感を形成する   
大事な時期。一方、育児負拒も大書く、事業主婦象磨にみられる強   
い育児不安などを産まえると．「子ともの育ちJという軌点から、   
一層の充実が必要  

O rつどいの広場」など地域の中の親子の居場所が．「コンビニエン   
ス・ストアJのように歩いていける身近な範馴こ存在することが望   
ましい。こうした場は、育児休業中の覿を含めすべての子育て家屋   
を対象に、親子の絆を深め、親の子育て力を高める効果が欄層で舌   
る。  
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蓮 えて、たくましく成長で書る良好で安全な放課後の屠場  
鴇児蓋クラブ）について、今後．一層モの嘗及が匝られる  

れる。  

○地域子育て支捷事業は、モの取組がスタートして間もない   
って、今後の売掛＝期待。ゴールドプランの下で介護サー   
臭が飛躍l削こ進んだように、親子が身近に安心して利用で   
が整備されることを期待  
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○地域の実情に応じて、多様な主体によって展開されることが望まし   
い。輔肋の仕組みを交付金化するなど地方公共団体にとって創意工   
夫しやすい仕組みとすることが漣当  
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○新たなシステムにおいては、億育所利用者の普選化、介さなど周   
辺分野における改革動向を塵まえ．僅育市制用の在り方について、   

従来の市町村委託方式から、席書曹と債育所が直捷向書合うよう   

な関係を基本とする仕組みへと見直すことを検討すべ竜。  

○見香しに当たってlよ、市町村が引き続章魚うべ善書任・役割とし   

て、療育の供給体制の整備やモの黄の向上を由るとともにト保育   

所利用の虚層償や優先度の判断などに関する新たな仕租み（羊億   

青設定）を導入し、モの実掛こ当たること卿渇筆。なお、諸外国   
で導入された自由価格弱を前捷としたパウ 

の導入は事遣岩  

○籍機児毒腐調度向け、保育の供給体翳¢充実を盛るとと引こ∴雷   
鳥の役割分遭や運営の勃串化¢鶴点から．公設兵営方式の推準や   
公営保育所の烏曽化等を進めていくことが過当  

○備裔胡め字音ての専門性を講かす闊点から．療育所が地域の子育   
てを支え．助ける存複として地相こ期かれたものとなるとともに、   
豪農め子育て力の低下を踏ま丸ソーシャルワーク機能を発揮し   

ていくことが盛事  
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0青殖体≠嘩筆と専有滞筆を総合胞に揮え∴筆舌性の職れた取組へ  

と変ぇて†l細点から．育児体撃取轟附こ確封こ倭育サービスが  
利用で妻寧よ引こするた軌   

・l・痍児療育¢受け入れの推進を由るとと引こ   

・育児休業制虔において、モの取得期間（現行手どもが1軌こ達  
するまで）▼ゐ取恥ヽの弾力化が行われることを期待  

○次世代育成の観点から中核拍な役割を果たすことを期待されてい   

る保育所等の就学前の子どもの育ちを支える播設の牛用について   

は、施設ごとの機儀．・役軌こ応じた堰切な形で、公的支儒を行っ   

ていくことを基本に考えるべ書。  

○保育所運営牛用については、地方公共訂体の財政状況等によって   

取組に支持が生じることのないよう、介事席陳制度のような画と   

地方公共個体を含め旦民全体で支える仕組みも遇駅長として検討   

すべ舌。  
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○配偶者特別捜陰の廃止にあわせて、児圭手当支給対象年齢等を見   

直すこととされているが．ますモの実現を園ることが必要  

○企業の扶玉手当の縞小．年功序列賃金の層属し尊の状況変化、さ   

引こ世代間の公平性の穣保といった観点から．税制との関係を♯   

理しつつ．子育て家屋への経済個支棲の拡充を観ることが邁当。   

その際．昔年子育て家庭の近年の属しい経済状況を踏まえ．所得   

水準の低い低年齢児を抱える家屋への支攫なと．重点肘な対応を   

検討すべ卓。  

○子育て支掩における経済的支撲とサービスとの関係については．   

現在ニーズに対して取組が甥れている地域子育て支繊サービスや   

保育所の待機児童の綴清なと、施策の優先度に配■した取組を進   

めることが必葦  

○高等触育における葉学会制度の充実を革める声が育まってお肌   

年金精度におけ思対応を含め、その具♯化に向けた検討を期待  
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子育て支援施策の今後の方向  

〔経済的支援〕  
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○現在、給付ごとに区々異なっている子育て支撫施策の財源欄戯について、隷書   
化を邑りつフ全体掛こ線事的な傭化を巳る嶋点から、財＃の鏡台を♯討すべ書。  

○厳しい財政状況の下で、争議公鸞のみでニーズに対応していくことは容易では   
ないことから、屈民一人ひとりが次世代育成支攫のために拠出するという薪た   
な枠組みを検討すべ書。  

○モの賑i育蘭書関儒給付の伸寧をある蔦慮押翳し、▼これを支える苦い世代の貞   
趨の急増を伸晃烏とともに、子育て支♯歯糞の充零を由るといゥた給付構造の   
見直しを推進すべ舌。  

○次代を担う子どもたちの育成を支援す   

る施策については、子の有無や年齢な   

どを問わず国民皆が費用を分かち合う   

仕組みとすることが適当   

0高齢者自身が連帯の仕組みに加わり、   

費用の一部を担うことにより、世代間   

の公平の確保、ひいては社会保障制度   

に対する若い世代の理解を高めること   

につながることが期待される。  

企 業・団 体   

0将来の労働力、現在そして将来の消費の担   

い手となる児童の健全育成の兼用につい   

ては、企業等もその一部を担っていくこと   

が求められる。特に、保育については、企   

業等の受益、育児休業制度との代替関係も   

踏まえた両制度の整合性の観点から、企業   

等の負担の在り方について検討すべき。   

○実際の負担を考える上では、他の社会保   

障分野における企業等の負担の状況など   

に留意すべき。  

○地域の実情に応じたきめ細やかな取組   

が積極的に進められる仕組みとすると   

ともに、少子化の進行という状況の下   

で、国の基本政策として、その充実強化   

が求められている。  

○市町村の自主的な取組を最大限ヰ重し   

つつも、国民全体で費用分担する形で、   

国、都道府県等が重層的に財政支援を行   

う仕組み（次世代育成支援交付金）につ   

いても検討すべき   
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○次代を担うチどゃの軌刺ま．すべての国王引ことぅて重責な意味を持つ営みであり、モのt用負   
掛こついても、社会連帯の漣貪に毒づ書．一興軌の犠点か与、すべての国鳥が分担していく   
ことを基本とする仕組みが考えられる。  

○その場台．自席一人ひとり、子を持ち十育てる立場となるかどうかについて．置かれた状況が   
異なることから．給付の賛給可憐性申みに書目して蠣度を♯想することについては慎重に考え   
ることが必要。むしろ．自らが鎗付を卦ナる可憐性の多＃lこかかわらす∴現役世代・高蘭学、   
モして企＃が、次せ代育成支鷹という8■に射し、白鷺他に参加し．これを支えるために拠出   
するという仕組みを♯射していくことが堪当  

○具体的な弱点説計を考えるに当たって臥制度の勧事拍な運営なとの甘点から．既存の社会保   
険の徴収機構を活用する仕組みを桟付すぺ書。  

現役世代・高齢者  

社会保険の徴収機構  

三上  

新たな次世代育成支援システム（地域子育て支援・保育・経溝助支援）  
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